
×．賃貸等不動産関係

当機構は、静岡県、福岡県に敷地等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上

額、当期増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

434¶702¶165 � 399¶942¶165 34¶760¶000 33¶713¶552

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

譲渡による減少（吉塚敷地ほか３箇所） �280¶768¶902円

減損による減少（吉塚敷地ほか４箇所） �118¶542¶165円

（注３）当期末の時価は主として不動産鑑定士による鑑定評価額を基礎として算定しております。

当事業年度における収益及び費用等の状況は次のとおりであります。

（単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 その他（売却損益等）

` 6¶237¶103 � 95¶836¶201

（※１）遊休資産のため、賃貸収益は発生しておりません。

（※２）その他（売却損益等）については、損益外除売却差額（�99¶606¶944円）も含まれます。
Û．不要財産に係る国庫納付等関係

\不要財産としての国庫納付等を行った
資産の種類、帳簿価額等の概要 ]不要財産となった理由 ^国庫納付等の

方法

土地

区分所有宿舎

帳簿価額（取得時）：47¶594¶096円

帳簿価額（譲渡時）：19¶810¶000円

平成22年12月に閣議決定された独立
行政法人の事務・事業の見直しの基
本方針における個別に講ずべき措置
として、本物件の売却処分が決定さ
れたため。

譲渡収入による
現金納付

_譲渡収入による現金
納付等を行った資産に
係る譲渡収入の額

`国庫納付等に当
たり譲渡収入より
控除した費用の額

a国庫納付等の額 b国庫納付等が行
われた年月日 c減資額

20¶311¶766円 ` 20¶311¶766円 平成25年１月25日 47¶594¶096円

Ü．重要な後発事象
石炭経過勘定については、災害時における石油の供給不足への対処等のための石油の備蓄の確保

等に関する法律等の一部を改正する法律（平成24年法律第76号）附則第６条第１項の規定に基づき、
平成25年４月１日付けで独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構へ一切の権利及び義務を承
継しております。
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Ø．退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要

役員は新エネルギー・産業技術総合開発機構役員退職手当規程に基づき給付しております。

職員は新エネルギー・産業技術総合開発機構職員退職手当規程に基づき給付しております。

また、年金については通産関係独立行政法人厚生年金基金に加入しております。

２．退職給付債務に関する事項（平成25年３月31日現在）

\ 退職給付債務 14¶242¶674¶774円

] 年金資産 3¶736¶787¶987円

^ 未認識数理計算上の差異 � 381¶397¶450円

_ 退職給付引当金\－]＋^ 10¶124¶489¶337円

` 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額※ � 8¶848¶064¶902円

a 貸借対照表引当金計上額_＋` 1¶276¶424¶435円

※運営費交付金により財源措置がなされる一般、電源利用、エネルギー需給勘定については、退

職給付に係る引当金は計上しておりません。

３．退職給付費用に関する事項（自平成24年４月１日～至平成25年３月31日現在）
\ 勤務費用 324¶450¶537円
] 利息費用 214¶805¶095円
^ 期待運用収益 � 78¶292¶487円
_ 数理計算上の差異の費用処理額 7¶964¶037円
` 退職給付費用\＋]＋^＋_ 468¶927¶182円
a 運営費交付金対象勘定にかかる退職給付費用 � 422¶154¶071円
b 運営費交付金対象勘定にかかる一時金及び掛金支払額 334¶184¶142円
c 損益計算書退職給付費用計上額※`＋a＋b 380¶957¶253円
※損益計算書の退職給付費用（業務費及び一般管理費）の合計となっております。
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
\ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
] 割引率 1•5％
^ 期待運用収益率 2•0％
_ 数理計算上の差異の処理年数 ９年

Ù．重要な債務負担行為
\ 債務保証 3¶495¶988¶260円
] 旧松岡炭鉱坑廃水改善対策工事 216¶109¶051円
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Ú．資産除去債務関係
当機構は、神奈川県その他の地域において、事務所等の不動産賃借契約に基づき、事務所等の退
去時における原状回復に係る債務を有しております。また「独立行政法人の事務・事業の見直しの
基本方針」（平成22年12月７日閣議決定）に基づき、事務所等の移転も含めた検討があり得ますが、
移転時期が未定であることから、当該債務に関連する賃借資産の使用時期が明確でなく、資産除去
債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上してお
りません。
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